消費税仕入控除税額等に関するＱ＆Ａ
	№
	質問
	回答

	１
	　消費税仕入控除とは何のことか。
	消費税は、生産などの各取引段階で重複して税がかかることのないよう、課税売上げに係る消費税から課税仕入れ等に係る消費税を控除し（仕入税額控除）、税が累積しない仕組みとなっています。
補助金は、消費税法上、課税対象とならない特定収入となるため、補助金として受けた消費税は、事業者の課税売上に係る消費税には含まれません。
しかし、補助事業において支払った消費税は課税仕入れ等に係る消費税に含まれるため、補助事業者は自ら負担していない消費税について控除を受けた場合、その控除額に含まれる補助金額を返還する必要があります。（本マニュアル１ページ参照）
なお、消費税制度に関する疑義等については、税務署や税理士等に御照会願います。
【参考】消費税のあらまし（R5.6 国税庁）
　URL：https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/
[bookmark: _GoBack]aramashi/01.htm

	２
	　提出書類は何か。
	　まず、マニュアルの２ページのフロー図（仕入控除税額フローチャート）で、返還額の有無を御確認ください。
その上で、「返還額が０円の場合」は、マニュアル５ページを、「返還額がある場合」は、マニュアル６ページをご確認ください。

	３
	　免税事業者かどうかが分からない。
	　税理士又はお近くの税務署にお尋ねください。

	４
	　免税事業者の提出書類は何か。
	　報告書（様式第６号）、返還額がないことの理由書（別紙１）に加え、消費税の免税事業者であることを税理士等が証した書類（任意様式）が提出書類です。作成の参考として（別紙３）を御活用ください。なお、担当の税理士がいない場合、貴所の経理担当等の証明でも可能です。

	５
	　特定収入とは何か。
	　(1)租税、(2)補助金、(3)交付金、(4)寄附金、(5)出資に対する配当金、(6)保険金、(7)損害賠償金、(8)資産の譲渡等の対価に当たらない負担金、他会計からの繰入金、会費等、喜捨（きしゃ）金(お布施、戒名料、玉串料など)のことです。
　詳しくは、税理士又はお近くの税務署にお尋ねください。

	６
	　補助金返還額の計算方法や報告書様式への記載方法について教えてほしい。
	　ＱＡの３ページ以降をご確認ください。
エクセル報告様式による具体的な記載例を福祉指導課ホームページで御案内していますので、ご確認ください。
　また、詳細は、税理士等にご確認ください。




	№
	質問
	回答

	７
	別紙４ｰ①～③（計算書）の「６　交付金にかかる消費税等の仕入控除税額」の「（１）交付金の使途（補助対象経費）の内訳」の合計欄が一致すべき「精算額調書」の数字とはなにか。
	実績報告書提出時に提出いただいた、「精算額調書（別紙３－２）」の「差引額」の合計（１Ｃ＋２Ｃ＋３Ｃ）です。
　※ただし、消費税の税務申告において交付金の使途を明確にしている場合には、「補助金確定額 計(1Ｇ+2Ｇ+3Ｇ)」欄の数字となります。

	８
	課税期間が２期にわたる場合は、どうしたらよいか。
	計算書（別紙４－①、②又は③）のシートをコピーし、それぞれの課税期間について計算書を作成してください。
報告書（様式第６号）「３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等」には、２つのシートでそれぞれ計算した結果の合計額を記載してください。

	９
	消費税率が８％のものを一部購入しているがどうしたらよいか。
	計算書（別紙４－①、②又は③）は、消費税率10％用で作成しています。計算書のシートをコピーし、計算式を消費税率８％用に修正してご利用ください。
報告書（様式第６号）「３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等」には、税率10％のシートで計算した結果と、税率８％のシートで計算した結果の合計額を記載してください。




（Ｑ＆ＡのNo.6関係）　返還額の計算方法


「返還額が０円」以外の場合には、消費税等に係る仕入控除税額が発生しますので、次のとおり計算の上、県に報告してください。（※１）
　「計算書」（別紙４ー①～③のいずれか）により報告してください。
   
補助対象経費のうち
課税仕入額
補助対象経費

①課税売上割合が95％以上かつ課税売上高５億円以下の場合(全額控除)
　　
補助金額 ×                      ×   10/110＝返還額（円未満切捨）


②課税売上割合が95％未満又は課税売上高が５億円超の場合

ア　一括比例配分方式を採用している場合
補助対象経費のうち
課税仕入額
補助対象経費

　　　　

補助金額 ×　　               × 課税売上割合 × 10/110 = 返還額（円未満切捨）

                                                 　　　　   


イ　個別対応方式を採用している場合
　 　　
返還額Ａ＋返還額Ｂ＝返還額

Ａ 課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金
補助対象経費のうち課税売上対応分
補助対象経費

　　　 　　
補助金額　×　　　　　　　 　　× 10/110 = 返還額Ａ（円未満切捨）


　
Ｂ 課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用
された補助金
補助対象経費のうち
共通対応分　
補助対象経費


　　　 　　　補助金額×　　　             ×課税売上割合 × 10/110 ＝返還額Ｂ（円未満切捨）



※１　補助対象経費に課税仕入と非課税仕入が混在する場合、補助対象経費に含まれる課税仕入と非課税仕入の割合により補助金額を按分し、課税仕入に係る補助金のみを計算対象とします。
ただし、消費税の税務申告において交付金の使途を明確にしている場合には、課税仕入に使用した補助金のみを計算対象（計算式中「補助対象経費」とあるのは「補助金額」と読み替え）とします。



[image: ][image: ]
付表２
第３-(1)号様式
（Ｑ＆ＡのNo.１関係）消費税及び地方消費税の確定申告書（一般課税の場合）
一括比例配分方式の場合
0
場合

（Ｑ＆ＡのNo.７関係）別紙４のチェックポイント
※他の方式の場合も、精算額調書とのチェックポイントは同じです。
0
場合

　　　　　　　　[image: ]　交付確定通知書の交付確定額と一致していることを確認してください。

[image: ]交付申請時に提出いただいた各事業所ごとの（別紙1-3）「個票」に記載された＜積算内訳＞の合計①②欄と数字が一致していることを確認してください。
※ただし、消費税の税務申告において交付金の使途を明確にしている場合には、交付申請時に提出いただいた（別紙1-2）「申請額一覧」における各事業所ごとの「申請額計（ｇ）」と一致します。




4
image3.emf
別紙４ー③（計算書③　 一括比例配分方式）

を入力してください。

金額は全て「円単位」です。

１　補助事業等の名称      ５　交付金確定額　円６　交付金にかかる消費税等の仕入控除税額

いずれかに○をつけてください。

消費税の税務申告において、交付金の使途を明確にしている。消費税の税務申告において、交付金の使途を明確にしていない。

（１）交付対象経費（又は交付金）の内訳

（単位：円）課税売上対応分

非課税売上対応分

共通対応分0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計

0 0 0 0 0 0 

（2） 課税売上割合

（課税資産の譲渡等の対価の額）

新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業補助金

事業所名称サービス種類課税仕入非課税仕入合計

円

　　　　＝

円

#DIV/0!


image4.emf
別紙1-3  事業所・施設別個票

フリガナ

事業所・施設の名称サービス種別

（郵便番号‐）

　※定員は短期入所系、入所施設・居住系のみ記載

連絡先電話番号E-mail管理者の氏名

 （ア）、（イ） （ウ）

 （ア）、（イ）助成対象の区分

※別紙の①の額の千円未満切り捨て

（ウ）

介護保険事業所番号

定員人基準単価千円所要額千円

　※下から該当する番号を１つ選択して記入

（複数該当する場合には一番小さい番号のものを記入）

＜積算内訳＞費目所要額(円)

用途・品目・数量等

合計（①）

0

基準単価千円所要額千円

事業所・施設の所在地

区分

事

業

所

・

施

設

の

状

況

（ア）新型コロナウイルス感染者が発生又は濃厚接触者に対応した介護サービス事業所・施設等（休業要請を受けた事業所・施設等を含む）

　①利用者又は職員に感染者が発生した介護サービス事業所・施設等（職員に複数の濃厚接触者が発生し、職員が不足した場合を含む）（※１～※４）

　②濃厚接触者に対応した訪問系サービス事業所（※２）、短期入所系サービス事業所（※３）、介護施設等（※１）

　③都道府県、保健所を設置する市又は特別区から休業要請を受けた通所系サービス事業所（※４）、短期入所系サービス事業所（※３）

　④感染等の疑いがある者に対して一定の要件のもと自費で検査を実施した介護施設等（①、②の場合を除く）（※１）

  ⑤病床ひっ迫等により、やむを得ず施設内療養を行った高齢者施設等（※５）

（イ）新型コロナウイルス感染症の流行に伴い居宅でサービスを提供する通所系サービス事業所（※４）

　　（ア）①、③以外の通所系サービス事業所（小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（通いサービスに限る）

  を除く）であって、当該事業所の職員により、居宅で生活している利用者に対して、利用者からの連絡を受ける体制を整えた上で、居宅を訪問し、

  個別サービス計画の内容を踏まえ、できる限りのサービスを提供した事業所（通常形態での通所サービス提供が困難であり、感染の未然に代替

  措置を取った場合（近隣自治体や近隣事業所・施設等で感染者が発生している場合又は感染拡大地域で新型コロナウイルス感染症が流行して

  いる場合 （感染者が一定数継続して発生している状況等）に限る））

｢サービス種別｣を選択し、定員を入力(短期入所系と入所施

設・居住系）することで、基準額が表示されます。

｢サービス種別｣を選択し、定員を入力(短期入所系

と入所施設・居住系）することで、基準額が表示され

ます。
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控除税額の計算方

法はこの欄で確認

してください。

計算書の課税売上割合

の計算式には、⑮（課税

資産の譲渡等の対価の

額）と、⑯（試算の譲渡

等の対価の額）を記載し

てください。


